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1 はじめに

中国政府は，地域経済格差などの問題を解決するために2000年に「西部大開

発」，2003年に「東北振興」，2005年に「中部台頭（崛起）」などの国家プロジ

ェクトを相次いで実施してきた。その中で，特に重化学工業など大型国有企業

が集積している東北地域を如何に活性化させるかは極めて重要な課題である。

というのは，工業基盤の弱い中部地域と西部地域と比べ，天然資源が比較的豊

富で昔からの重化学工業基地である東北地域は，長江デルタ，珠江デルタなど

の東部沿海地域に次ぐ中国経済の新しい牽引車になる可能性が秘められている

からである。

周知のように，1980年代以降かつての中国の工業化を支えてきた東北地域は

改革開放の波に乗り遅れたため，逆に中国全体の新たな発展の足かせとなって

いる。中国東北地域は主に遼寧省，吉林省および黒龍江省から構成されている１）。

中国東北振興における外資系企業の役割

王　　　忠　毅

――――――――――――
１）東北振興は東北三省（遼寧省・吉林省・黒龍江省）および内モンゴル自治区東部の5盟・
市（呼倫貝爾市、興安盟、通遼市、赤峰市、錫林郭勒盟）を含む。本稿では、データの
入手可能性のため、東北三省に限定して議論を進める。
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その経済の盛衰をみると，東北三省はともに同じ道を歩んできた。東北三省は，

石油，石炭など天然資源が豊富で戦後から旧ソ連や日本の機械設備を利用する

ことによって重化学工業を発展し，また肥沃な黒土を活かして中国有数の穀倉

地帯を確立し，中国の経済発展に大きく貢献してきた。現在，東北三省は，資

源枯渇，機械設備の老朽化による重化学工業の衰退，多数の大型国有企業のリ

ストラによる失業者の増大，これまでの重化学工業の発展による深刻な環境汚

染およびそれによる農業の不振など多くの問題に直面している。

中国政府は，東北振興について高速道路，鉄道，空港，港湾など大規模なイ

ンフラ整備を除き，西部大開発のように赤字国債の大量発行による財政資金を

投入するのではなく，主に政策支援に重点をおきながら，銀行融資や外資導入

などの市場原理の導入を強調している。しかし，東北地域の商業銀行は全国平

均を大きく上回っている巨額の不良債権を抱えているため，資金の提供には限

界がある。その結果，東北の地方政府は東北振興に関する様々なプロジェクト

を行う際に外部から高度の技術と巨額の資金を調達しなければならないため，

外資系企業の誘致は東北振興の成否に大きな影響を与えると思われる。

東北地域に進出している外資系企業は特定の国・地域の企業に集中しており，

特に日本と韓国の企業が多くみられる。また，東北地域に進出している外資系

企業はほとんど東北地域の南部にあたる遼寧省の大連と瀋陽に集中しており，

東北地域の内陸部である中部および北部にあたる吉林省と黒龍江省に進出して

いる外資系企業はまだ少ない。その主な原因は，東北地域の内陸部のインフラ

整備がまだ不十分であり，交通アクセスも不足していると考えられる。つまり，

特に中国を生産基地として加工輸出を中心とする日本や韓国などの外資系企業

は内陸部の吉林省や黒龍江省まで進出するインセンティブが少ないと思われる。

したがって，東北振興のもう一つの重点は内陸部の開発とインフラの整備にあ

ると考えられる。

本稿の主な目的は，これまでの外資系企業による対中投資，特に東北地域に

対する直接投資を分析することによって，東北振興における外資系企業の役割

およびその意義を明らかにすることにある。具体的に，第2節では東北振興の

主なプロジェクトおよびそれに関する資金調達問題を概観する。第3節では，
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進出形態，出資規模，投資実行率など様々な観点から東北地域に対するこれま

での外資系企業の投資実態を明らかにする。第4節では，第2節と第3節の検討

を踏まえて東北振興における外資系企業の役割とその意義を試論的に展開する。

第5節では結論をまとめることにする。

2 東北振興の主なプロジェクトとその資金調達

2007年8月に中国国務院が批准した「東北地区振興規画（以下，「振興規画」）
２）」は東北振興の具体的な計画を示している。以下では，「振興規画」に関する

主なプロジェクトを概観しながらその資金調達の問題を検討する。

「振興規画」は，遼寧省，吉林省，黒龍江省および内モンゴル東部地域を含

め，カバーする土地面積は145万平方キロメートル，人口は1.2億人であり，日

本の4倍弱の土地面積，日本に匹敵する人口を巻き込んだ巨大なプロジェクト

である。また「振興規画」は，インフラ整備，産業集積による経済ベルトの形

成，国有企業の改革，外資系企業誘致の強化，資源枯渇型都市の産業構造の転

換，社会保障制度の整備など多岐にわたる分野を含む総合的なプロジェクトで

ある。したがって，このプロジェクトを完成するために中国政府は巨額な財政

支出を行わなければならないだけではなく，外資・内資の民間資本と技術をも

取り入れる必要がある。その中で，東北経済の再生を実現するための重要な課

題は，特に老朽化した設備，生産技術の遅れおよび計画経済の負の遺産などに

悩まされている国有企業の改革，地域内の産業集積による経済ベルトの形成，

およびそれを実現するためのインフラ整備と外資導入である。

特に外資導入の部分について「振興規画」では「外資導入」を次のように記

している。「国有企業の改革に外資系企業を誘致することによって投資主体の

多様化を実現する。ハイテク産業，装備製造業，現代農業，サービス業，イン

フラ設備，環境保護，金融業，研究開発などの分野において外国企業を積極的

に誘致する。一方，エネルギーと原料の消費が高く，環境汚染をもたらす産業
――――――――――――
２）新華社、遼寧省、吉林省および黒龍江省人民政府主催、国家発展改革委員会、国家エネ
ルギー局協賛の「振興東北」HP：「http://chinaneast.xinhuanet.com/2007-08/20/con-

tent_10905015.htm」
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の投資を禁止する」。つまり，中国政府は外資系企業を選別しながら，その技

術と資金を活用することによって国有企業の改革と産業の高度化を図ろうとす

る意図が伺える。

表1は東北振興におけるインフラ整備および地域内の産業集積に関する主な

計画の概要を示したものである。まず，インフラ整備については，空港，鉄道，

高速道路および港湾など，いずれも巨額の資金を必要とし，国内民間企業や外

資系企業が参入しにくい分野である。こうしたインフラ整備の多くは，主に中

央政府と地方政府の共同出資で行われている。例えば，北朝鮮とロシア国境を

走り，東北三省を縦貫する1,380キロの東北東部鉄道を完成するためには，「庄

河（遼寧）―前陽（遼寧）」，「灌水（遼寧）―通化（吉林）」および「白河（吉

林）―和龍（吉林）」の三つの線路を新たに建設する必要がある３）。その建設費

は中央政府の鉄道建設基金，中国銀行の融資，大連市政府，丹東市政府，吉林

省政府の出資などによって賄われる４）。

表1 東北振興におけるインフラ整備および地域内の産業集積に関する主な計画の概要

――――――――――――
３）丹東新聞,

「http://dd.nen.com.cn/76582101566095360/20080819/1990403.shtml」,2008/08/19。
４）吉林省域内では166キロで建設費33億元（1元=約12円で約396億円）である。遼寧省域
内では286キロで建設費65億元（約780億円）（丹東域内は147キロで建設費34億元（約
408億円））である。
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東北地域は，戦後日本が残した多くの工場とインフラ施設，旧ソ連から導入

した技術，豊富な天然資源などをもとに中国経済を支えた重化学工業基地とし

て建設された。その結果，経済的に重要な地位を有していた東北地域が他の地

域と比べて価格設定や経営管理などの側面では計画経済の影響が強いため，国

有企業の改革が逆に遅れてきた。「振興規画」における産業基地および工業地

域の形成は，主に外資系企業の技術と資金を導入しながら，これまでの東北の

重化学工業基地としての優位性を活用して国有企業を改革することによって展

開しようとするものである。特に国有企業改革について東北振興計画では，学

校・病院・公検法（警察・検察・裁判所）など国有企業の社会的機能の分離，

余剰人員の削減・再就職，年金，医療保険制度の整備などを重点的に実施する

と強調している。こうした国有企業改革を行うためには，政府による財政投入

が唯一の方法であろうと考えられる。例えば，2004年に中国最大の石油国有企

業である中国石油天然気集団公司（CNPC）は，黒龍江省の大慶地区での四つ

のグループ企業に所属した137の小中学校と警察機関などの施設およびそれに

属する約15,000人の人員を地方政府に移管した５）。この改革の経費について，

最初の過渡期の3年間は中央政府と企業が共同負担するが，その後はすべて中

央政府が負担することになる。

東北地域の国有企業は，生産設備の老朽化や技術の遅れによる深刻な環境汚

染，さらに大量の余剰人員など様々な問題を抱えている。こうした問題を解決

するためには，外資系企業の資金と技術・ノウハウを積極的に活用することが

不可欠である。例えば，東北振興プロジェクトの一環として遼寧省の瀋陽市は，

川崎市の「静脈産業」育成の経験に学んで「瀋陽近海北東アジア資源循環科学

技術基地（瀋陽近海東北亜資源循環科技城）」を立ち上げた。このリサイクル

基地は日本企業などの外資系企業を含め，2012年までに200社を誘致する予定

である６）。

また，工業地域の形成に関する「三縦五横」の範囲は東北全域にまたがって

おり，東北全域を東から西に三つの経済ベルト，北から南に五つの経済ベルト
――――――――――――
５）中国経済時報（中国経済新聞）, 2005/07/18。
６）日本経済新聞、2010/06/14, 夕刊。



―156 ― 中国東北振興における外資系企業の役割

に分けて東北地域経済発展の方向性を示している。中国政府のこの「三縦五横」

計画は諸侯経済と言われる中国の都市間・省間の激しい競争を緩和し，東北地

域内発展の協調を図ろうとする意図が伺える。

図1は東北振興に関する主な計画およびその資金源を示したものである。図1

からわかるように，東北振興に対する中国政府の政策は，インフラ整備，国有

企業の社会的機能の分離など公共性が高く民間企業の参入が困難な分野に対し

て主に補助金交付による財政支援を行っている。しかし，特に民間企業が比較

的に参入しやすい産業基地の形成に対し，中国政府は補助金などによる財政的

な支援を極力抑えている。例えば，2003年に中国国家発展改革委員会は東北振

興に関する100項目のプロジェクトを批准した。これらのプロジェクトは主に

装置産業，原材料産業および農産品加工産業などに集中している。その投資総

額は610億元に上った。しかし，この100項目のプロジェクトを獲得した企業は，

低金利の融資を受けただけで，これまでのような政府からの補助金などを受け

ていなかった。この610億元の投資総額は銀行貸付（317億元）のほか，企業の

図1 東北振興に関する主な計画およびその資金源
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自己調達と外資導入（293億元）などによって賄われたという７）。こうした振

興政策の原則はいわゆる「政策的優遇策だけを与えるが，国家資金の.投入はや

らない（只給政策不給銭）」というものである。その後，中国政府は東北三省

に対して引き続き多くのハイテク産業の発展に関するプロジェクトを批准した。

その資金支援としては，主に国債を原資とする利息補助にとどまった。つまり，

産業基地や工業地域の形成を実現するためには，国有企業に資金を供給できる

健全な金融システム，および人材・技術・資金が豊富な外資系企業に大きく依

存することになる。しかし，ここで問題となるのは，東北地域の金融機関がこ

れほど巨大なプロジェクトに融資する余裕があるのか，外資系企業が東北振興

のプロジェクトに投資するインセンティブを有するか，ということである。こ

の問題については，まず東北地域の金融機関の不良債権の状況をみてみよう。

表2は中国の地域別主要商業銀行の不良債権比率を示したものである。表2か

らわかるように，東北三省の主要商業銀行の不良債権比率は一貫して全国平均

を大幅に上回っている。特に黒龍江省と吉林省の不良債権比率は2008年までに

全国商業銀行の最下位である。

ちなみに，2008年から主要銀行の不良債権比率は急激に低下している。これ

は，国有商業銀行が大量の不良債権を四つの国有金融資産管理会社（信達，東

方，華融，長城）に売却した結果であると考えられる。換言すれば，商業銀行

の不良債権比率の急激な低下は商業銀行の損失を政府が肩代わりしただけで，

一種の公的資金投入の結果であった。国有企業が抱える様々な問題を解決しな

い限り，単なる不良債権を分離するだけでは不良債権問題を根本的に解決でき

ないと思われる。

前述したように東北地域経済の最も大きな特徴はその重厚な工業基盤である。

そのため，東北地域において国有企業の比重は極めて高いのである。表3は

1973年から2008年までの東北三省および全国の工業生産総額に占める国有企

業の割合を示したものである。表3に示されたように，1973年から2008年にか

けて遼寧省を除き，吉林省と黒龍江省の工業生産総額に占める国有企業の工業

――――――――――――
７）中国経済時報（中国経済新聞）, 2005/07/18。
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生産額の割合は一貫して全国の平均を大きく上回っている。東北三省の中で，

特に遼寧省の大連市は1984年に「沿海開放都市」として認可されて早い段階で

市場経済を導入した。大連市はその地理的な優位性を活かしながら様々な優遇

政策を打ち出して外資の誘致に力を入れたため，日本企業をはじめ多くの外資

系企業が集積しており，東北全体の経済を牽引してきている。表3からわかる

ように，遼寧省の工業生産総額に占める国有企業の割合は70年代から徐々に低

下している。この傾向は1997年のアジア通貨・金融危機を除き，一貫して続い

表2 地域別主要商業銀行の不良債権比率
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ている。これに対し，吉林省と黒龍江省の国有企業生産額の割合は徐々に低下

しているが，依然として5～7割を維持し，他の地域と比べて著しく高いことが

明らかである。つまり，2008年現在，遼寧省の工業生産額の6割強は民間企業

や外資系企業に依存している。これに対して，吉林省と黒龍江省との工業生産

額はそれぞれ5割弱と7割弱が未だに国有企業に依存している。その結果，吉林

省と黒龍江省の商業銀行の資金の大部分は政府政策にしたがって国有企業への

融資に充てざるを得ない。前述したように，中国の多くの大型国有企業は，学

校，病院，公検法（警察・検察・裁判所）などの公的機関を抱えている。こう

した社会的な重荷を背負っている多くの大型国有企業は，いわゆる歴史的に形

成された巨額の債務を銀行に返済することが困難であろう。そのため，国有企

業の割合が高い吉林省と黒龍江省において商業銀行の不良債権比率は他の省に

比べてかなり高い水準にある。つまり，東北振興に関する様々なプロジェクト

は商業銀行の融資や政府の補助金に頼るのは限界がある。また，政府の公的資

金の投入だけでは経営効率の低下，大量の余剰人員などの国有企業の問題を先

送りしているだけで問題を抜本的に解決できない。したがって，特に東北振興

における産業基地や工業地域の形成のカギは如何に外資系企業を誘致できるか

にあると思われる。次節ではこの問題を検討する。

表3 東北地域および全国の工業生産総額に占める国有企業の割合
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3 東北地域における外資系企業の投資行動

近年，中国の改革開放に伴い，東北地域にも東部沿海地域と同じように改革

開放による国際化の恩恵を受けてきたが，東部沿海地域との経済格差が拡大し

ている一方である。そのため，中国政府は東北旧工業基地振興，いわゆる「東

北振興」を国家プロジェクトとして提起し，高速道路や鉄道など大規模なイン

フラ整備を行い，外資系企業を積極的に誘致しようとしている。前述したよう

に，この外資系企業の誘致は東北振興を成功させるための重要な手段となる。

以下では，東北地域に進出している外資系企業に関する進出規模，進出形態な

ど様々な側面から検討することによって，東北振興における外資系企業の投資

実態を明らかにする。

表4は1982年から2006年にかけて中国に進出する上位10カ国・地域の企業に

よる地域別直接投資の状況を示したものである。表4に示されたように，中国

に対する各国・地域の直接投資の9割弱は東部沿海地域に集中している。東北

地域，中部地域および西部地域への直接投資はそれぞれわずか4%，5%，2%前

後に過ぎない。中国の対外開放は1980年に深セン，珠海，汕頭，アモイに経済

特別区を設立し，1984年には遼寧省の大連をはじめ，天津，煙台，青島など14

の沿海都市８）を開放した。つまり，東部沿海地域の対外開放は比較的早い時期

に行われたため，その産業集積が形成され，政策もインフラも整っている。そ

表4 中国に対する上位10カ国・地域の地域別直接投資状況（1982-2006年）
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のため，外資系企業にとって東部沿海地域は比較的進出しやすい地域である。

それに対し，外資系企業による東北地域への直接投資は平均して全体の4.3%し

かない。進出企業を国別でみてみると，日本と韓国の企業による東北地域への

直接投資はそれぞれ自らの投資総額の8.21%，9.87%を占めており，外資系企

業全体の平均4.3%を大きく上回っている。ちなみに，東北地域への直接投資の

実行金額は香港企業の805,196万ドルで最も多いが，香港企業による東北地域

への直接投資はその全体のわずか2.88%しか占めていない。

表5は，2007年現在，中国に進出している上位6カ国・地域の外資系企業の地

域分布を示したものである。表5に示されたように，上位6カ国・地域の企業に

よる中国進出の共通点は，東部沿海地域の上海市や江蘇省を進出の拠点として

事業展開し，各国・地域の上位3位の投資先がその投資全体の約半分を占めて

おり，すなわち投資を特定地域に集中させる傾向がある。例えば，香港と台湾

の企業の投資は広東省と福建省に集中している。これは文化，言語および地理

的な要因が大きいと思われる。香港と広東省は広東語を，台湾と福建省は閔南

語を使っているため，互いに親近感を醸成しやすくビジネスのコミュニケーシ

ョンは比較的容易である。また，台湾人の先祖は15世紀頃福建省から移住した

ものが多いため，福建省への親近感もある。ちなみに，英領バージン諸島によ

る直接投資の進出先は香港と台湾の企業と同じような傾向がみられる。中国商

務部の『中国外商投資報告2007』によると，英領バージン諸島，ケイマンなど

のタックス・ヘイブンによる中国への直接投資は主に香港企業（55.97%）と台

湾企業（24.72%）による迂回投資である。したがって，英領バージン諸島によ

る中国進出は香港や台湾と同じく上海市，江蘇省および広東省に集中している。

そして，米国企業は中国の金融センターである上海市，ハイテク産業の集積地

である江蘇省のほか，政治の中心である北京市に投資を集中している。

日本と韓国の企業は上海（日：31.02%），江蘇（日：17.91%，韓：10.7%），

山東（韓：42.91%）のほか，特に東北の遼寧省（日：13.54%，韓：15.32%）

に積極的に進出している。東北地域では，韓国語と中国語に精通するだけでは
――――――――――――
８）14の沿海都市は大連、秦皇島、天津、煙台、青島、連雲港、南通、上海、寧波、温州、
福州、広州、湛江、北海である。
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なく，韓国と中国の文化，習慣などを熟知する多くの朝鮮族が居住している。

したがって，東北地域は韓国企業にとって中国ビジネスを展開する環境が十分

整っていると思われる。また，日本企業にとって，歴史的つながり，地理的な

優位性に加えて日本語能力の高い人材が多い大連をはじめとする東北地域は魅

力的な進出先である。しかし，同じ東北地域にある吉林省と黒龍江省への進出

は極めて少ない。吉林省と黒龍江省は国際貿易港湾を持っていない内陸に位置

表5 中国に進出している上位6カ国・地域の外資系企業の地域分布（2007年現在）
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しているため，国際貿易輸送は遼寧省の大連港に頼らざるを得ない。そのため，

特に製品輸出の加工貿易を主な目的とする多国籍企業は内陸の吉林省，黒龍江

省まで進出するインセンティブが低いと思われる。表5からもわかるように，

吉林省と黒龍江省に進出している企業は全体の1%にも満たないか，1%程度

（韓国）にとどまっている。ちなみに，西部地域への進出はほとんど無視でき

るほど少ない。

表6は中国に進出している上位6カ国・地域の中国現地法人の規模を示したも

のである。英領バージン諸島からの投資は.比較的に大きく，大企業（20.97%）

と中堅企業（46.99%）は合わせて7割弱を占めている。これらの投資は主に香

港企業と台湾企業による迂回投資であり，特にタックス・ヘイブンを経由する

大型投資は多国籍企業の租税戦略の手段としてよく活用されている。これに対

して，日本，韓国，米国，香港および台湾の中国現地法人の規模は比較的小さ

く，中堅企業と中小企業は全体の8～9割を占めており，大企業と零細企業は比

較的に少ないのが現状である。特に香港企業や台湾企業は，政治的なリスクを

回避したり租税戦略を実行したりするため，中小規模の投資は直接行っている

が，大規模な投資はタックス・ヘイブンの活用による迂回投資を行っていると

考えられる。ちなみに，財務体質が弱く経営資源が比較的乏しい零細企業にと

って海外進出は容易ではないため，その進出の比率が低いのである。

表7は特に東北地域に積極的進出している日本と韓国の企業の東北三省現地

法人の規模と進出形態を示したものである。表7からわかるように，日本と韓

国の企業の中国の現地法人の投資形態については全体として合弁形態（日：

36.76%，韓：21.57%）よりも完全出資（日：63.24%，韓：78.43%）を選好し

表6 中国に進出している上位6カ国・地域の中国現地法人の規模（2007年現在）



―164 ― 中国東北振興における外資系企業の役割

ている。日本と韓国の企業の完全出資の中国現地法人はそれぞれ全体の6割強

と8割弱を占めている。そして，遼寧省においても日本と韓国の企業は合弁形

態（日：42.95%，韓：33.66%）よりも完全出資（日：57.05%，韓：66.34%）

を選好している傾向がある。投資規模をみてみると，遼寧省における日本と韓

国の企業はその中国全域の現地法人と同じような傾向を示しており，中堅企業

と中小企業はおよそ8～9割（日：81.07%，韓：93.22%）を占めている。また，

中小企業だけはおよそ全体の5～6割（日：54.97%，韓：64.18%）を占め，そ

の中で完全出資の中小企業はおよそ全体の3～4割（日：29.72%，韓：42.46%）

を占めている。

しかし，進出形態において吉林省と黒龍江省はやや異なった傾向を示してい

る。吉林省において日本企業は完全出資（39.13%）よりも合弁形態（60.87%）

を選好し，韓国企業は合弁形態（42%）よりも完全出資（58%）を選好する傾

向がある。黒龍江省においても同じ傾向がみられる。すなわち，日本企業は完

全出資（36.67%）よりも合弁形態（63.33%）を選好し，韓国企業は合弁形態

（45.36%）よりも完全出資（54.64%）を選好する傾向がある。つまり，東北三

省において，韓国企業は一貫して完全出資を選好しているのに対し，日本企業

表7 日・韓企業の東北三省現地法人の規模と形態（2007年現在）
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は遼寧省で完全所有，吉林省と黒龍江省で合弁形態を選好している。

ここで特に注意すべきなのは，大企業の合弁形態は少なく，つまり外資系企

業による大型国有企業への投資が少ないと推測できる。このことは，大型国有

企業の多い東北地域において国有企業改革に対する日本と韓国の企業の関心が

低いということを示唆している。前述したように，中国の大型国有企業の多く

は学校・病院・公検法（警察・検察・裁判所）などの社会的機能を抱えている。

国有企業はそうした計画経済によってもたらされた「負の遺産」を処理しない

限り，赤字経営から脱出することが困難であろう。したがって，東北振興にお

いて外資系企業の活用による国有企業改革はあまり期待できないと思われる。

表7からもわかるように，吉林省と黒龍江省における大企業と中堅企業の合弁

現地法人は無視できるほど少ないのである。

次いで，外資系企業による直接投資金額の規模をみてみよう。表8は1982年

～2006年までの中国全地域の外資投資金額の状況を示したものである。表8か

らわかるように，香港，日本，英領バージン諸島，米国，台湾および韓国の企

業による直接投資は契約ベースでも実行ベースでも上位6位を占めている。特

に多国籍企業の香港現地法人，または香港の地元企業による中国進出は外国為

替管理の自由さ，香港税制（低税率，受取配当金非課税など），金融・資本市

場の発達，地理的な優位性などのメリットを享受できるため，香港からの投資

だけで外資系企業による中国への投資全体の4割を超えている。ちなみに，政

治的なリスクの回避，外資系企業に対する中国政府の優遇政策などの原因で，

多くの台湾企業と中国本土の企業はその香港の現地法人を経由する中国への迂

回投資を行っている。特に中国本土企業の香港法人による迂回投資は，外資系

企業による直接投資として計上されるため，中国の直接統計は過大評価される

と考えられる。また，表8からもわかるように，上位12カ国と上位6カ国からの

直接投資はそれぞれ中国への直接投資総額の9割弱と8割弱を占めている。つま

り，少数の特定の国・地域，すなわち日本，韓国，米国および台湾の企業は中

国の急速な経済発展を支えてきていると言えよう。投資実行率をみてみると，

フランス（67.49%），日本（65.52%），ドイツ（57.25%）などが高いのに対し，

投資件数の多い米国（43.45%），台湾（43.45%）および韓国（42.35%）のそ
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れが比較的に低く，全国平均を下回っている。このことは，各国企業の状況や

中国の投資環境に対する各国企業の評価の違いを反映している。例えば，多く

の日本企業は為替リスク回避や生産コスト削減のために積極的に海外生産を展

開している。一方，台湾企業は政治的なリスクや台湾政府の政策などによって

中国政府に認可されても投資を先送りする場合がある。また，英領バージン諸

島やケイマンなどのタックス・ヘイブンを経由する対中投資の1件当たりの金

額は全国平均の3～5倍である。前述したように，特に多くの香港企業や台湾企

業は，政治的なリスクを回避したり租税戦略を実行したりするため，大規模な

投資を行う時にはタックス・ヘイブンを経由する迂回投資を行っていると考え

られる。それに対して香港，日本，米国，台湾および韓国など投資上位国の1

件当たりの投資規模は全国平均を下回っている。これは表6に示された中小企

業が多いことをも反映している。英国，ドイツ，フランスなどのEU諸国の企

業による投資の件数は比較的に少ないが，その投資規模は全国平均を大きく上

回っている。

表8 中国全地域の外資利用の状況（1982-2006年）
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次いで，遼寧省における外資系企業の投資規模をみてみよう。表9は1982年

～2006年までの遼寧省における外資系企業による投資の件数，契約ベースと実

行ベースの投資金額の状況を示したものである。前述したように，東北地域は

日本・韓国と人的，歴史的，文化的な繋がりが深く，東アジアにおける地理的

な優位性を有し，さらに日本語と韓国語能力の高い人材が多いため，日本と韓

国の企業にとってビジネスを展開する環境が整っている。遼寧省において日本

と韓国の企業の投資件数が最も多いのはこうした繋がりを反映している。投資

金額をみてみると，遼寧省への投資上位15カ国・地域による投資は外資系企業

全体の投資の93.57%を占めている。そして香港，日本，韓国，米国，英領バー

ジン諸島および台湾の上位6カ国・地域による投資は外資系企業全体の投資の

73.7%を占めている。繰り返しになるが，英領バージン諸島からの投資主体は

主に香港と台湾資本であるため，遼寧省への投資は香港，日本，韓国，米国お

よび台湾の企業が中心である。投資プロジェクト1件当たりの平均投資額をみ

てみると，特に英領バージン諸島，ケイマン，バミューダなどのタックス・ヘ

イブンからの投資規模は大きく，香港，米国，韓国，日本，台湾からの投資金

額より約2～4倍高い。前述したように，それは大型投資案件を行う際にリスク

や税コストなどを低減するため，香港と台湾の企業がタックス・ヘイブンを経

由する迂回投資を行った結果であると考えられる。投資実行率をみてみると，

英領バージン諸島（38.65%）を除き，バミューダ（90.87%），サモア

（74.37%）およびケイマン（66.48%）などのタックス・ヘイブン，オランダ

（68.37%），日本（55.31%）の投資実行率は比較的高いのに対し，香港

（32.64%），米国（31%），韓国（26.22%），台湾（27.93%）のそれは約3割に

とどまっている。投資実行率は各企業に共通する景気変動，現地事情などの要

因に影響されるだけではなく，現地の投資機会や投資環境に対する各国企業の

評価の違いや投資の積極性などをも反映している。表9からわかるように，各

国企業による遼寧省への投資実行率はほとんど全国平均（46.33%）を大きく下

回っている。このことは，遼寧省に対する各国企業の投資態度が比較的慎重で

あることを示唆している。換言すれば，遼寧省は外資系企業を誘致するために，

投資環境，例えば金融・資本市場などをさらに整備しなければならないと思わ
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表9 遼寧省の外資利用の状況（1982-2006年）

表10 吉林省の外資利用の状況（1982-2006年）
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れる。

表10は1982年から2006年における吉林省の外資利用状況を示したものであ

る。まず，投資件数をみてみると，韓国企業は1,434件で全体の3,544件のおよ

そ4割を占めている。このことは特に前述した韓国と東北地域との深い関わり

を反映している。表10からわかるように，吉林省の主要貿易相手国であるドイ

ツ，イタリア，フランスなどのEU諸国からの投資件数は少ないが，1件当たり

の投資金額が大きいのに対し，米国，韓国，日本，台湾からの投資件数は多い

が，1件当たりの金額が比較的に小さい。そして遼寧省と同様に英領バージン

諸島から1件当たりの投資金額は他の地域からの投資金額よりも高い。投資実

行率をみてみると，自動車産業に積極的に投資を行っているドイツ（89.69%）

などのEU諸国および英領バージン諸島（63.43%）は比較的高いのに対し，韓

国（28.56%），香港（25.68），米国（24.29%）などは全国平均を大きく下回り，

約2割にとどまっている。換言すれば，吉林省において多くの外資系企業は投

資契約を結んだが，実際にその契約の3割弱しか実行されていない。つまり，

表11 黒龍江省の外資利用の状況（1982-2006年）
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多くの外資系企業は吉林省の投資環境に対して多くの不安や疑問を抱いている

ようである。

表11は1982年から2006年における黒龍江省の外資利用状況を示したもので

ある。まず投資件数をみてみると，遼寧省と吉林省と同様に韓国企業は503件

で最も多く，全体の2割弱を占めている。1件当たりの平均投資額をみてみると，

バルバドス，モーリシャス，ケイマン，英領バージン諸島ダなどのタックス・

ヘイブンからの投資は件数が少ないが，規模が極めて大きい。それに対して積

極的に投資を行っている米国，韓国，日本，台湾の投資規模は比較的に小さい。

投資実行率では遼寧省と吉林省と比べて比較的に高い数字を示している。これ

は主要国による投資の規模が小さくリスクが比較的低いため，投資が実行され

やすいと考えられる。

表12は東北三省の全社会固定資産投資に占めるFDI（実行ベース）の比率を

示したものである。表12に示されたように，1985年において全社会固定資産投

資に占めるFDIの比率は1%未満だったが，改革開放が加速した1990年代に入っ

て急速に増加した。しかし，2000年に入ってから東北三省の国定資産投資に占

めるFDIの割合は徐々に低下している。具体的に，遼寧省では1992年の

氏の南巡講話を契機として固定資産投資に占めるFDIの比率が急激に上昇し，

2003年から徐々に低下している。吉林省と黒龍江省の社会固定資産に占める

FDIの割合もおよそ1992年から上昇してきたが，1997年のアジア金融危機を境

に低下の一途を辿っている。2003年に中国政府は東北振興を国家プロジェクト

として推進し，外資系企業の誘致に力を入れたが，全社会固定資産投資に占め

表12 全社会固定資産投資に占めるFDI（実行ベース）の比率
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るFDIの比率はさらに低下している。これはインフラ整備などの大規模な公共

投資（財政支出）による結果でもあろうが，東北振興政策は外資系企業の誘致

にそれほど作用していないか，あるいは外資系企業はインフラ整備を含む社会

固定資産形成にそれほど貢献していないと考えられる。

最後に直接投資が集中している遼寧省における日本と韓国の企業の業種別投

資規模と進出形態をみてみよう。表13は遼寧省における日本と韓国の企業の業

種別投資規模と進出形態を示したものである。投資の業種別をみてみると，東

北振興に関連する重要な項目であるインフラ関連分野（例えば，交通運輸，倉

表13 遼寧省における日本と韓国企業の業種別投資規模と形態（2007年現在）
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庫と郵政通信）への投資およびその分野の大型国有企業への経営参加は比較的

に少ない。また，企業の資金調達に関連する金融業への進出はほとんどないと

いう状況にある。換言すれば，空港，港湾，鉄道，高速道路，国有企業改革な

どの重要なプロジェクトは外資系企業の資金やノウハウに期待できない状況に

ある。ここで注目したいのは特に製造業企業が多いということである。日本と

韓国の企業の現地法人はともに製造業に集中しており，それぞれ全体7割強と8

割弱を占めている。東北振興に関連する産業基地や工業地域の形成は日本と韓

国の企業の資金とノウハウに期待できると思われる。

以上，東北地域における外資系企業に関する進出形態，投資規模，投資実行

率および進出業種などをみてきた。次節では，特に東北振興における外資系企

業の役割とその意義について検討する。

4 東北振興における外資系企業の役割と意義

東北振興に対する中国政府の方針は，東北地域に市場メカニズムを根付かせ

るために財政資金の直接投入よりも，付加価値税の減免による投資促進，外資

系企業による国有企業への投資規制の緩和９）などの政策支援に重点を置いてい

る。しかし，東北地域の商業銀行は巨額の不良債権の大部分を政府系金融資産

管理会社に買い取ってもらったとはいえ，東北振興に関連する多くの巨大プロ

ジェクトに融資することが困難であろう。そこで産業基地の形成や国有企業改

革などを行うための資金と技術ノウハウは外資系企業の参入に期待せざるを得

ない状況にある。

これまで検討してきたように，中国東北地域に進出している外資系企業は主

に日本と韓国の企業であり，その9割は遼寧省に集中している。そして遼寧省

に進出している日本と韓国の企業の現地法人の7～8割は製造業企業である。そ

の製造業企業のおよそ8割は中堅と中小企業であり，特に半数以上は中小企業

――――――――――――
９）例えば、外資系企業による金融資産管理会社の所有する不良債権や持ち株の購入を解禁
し、国有企業への資本参加を促進するためにその歴史的に形成された返却不能の債務を
免除する（「東北旧工業基地の更なる対外開放を促進する実施意見について」、国務院弁
公庁[2005]36号文件）。
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である。ここで留意する必要があるのは，大規模の合弁現地法人が少ないのは

外資系企業による大型国有企業への資本参加に消極的であろうということであ

る。表12に示されたように，2007年現在，遼寧省における日本と韓国の大規模

製造業の合弁現地法人はそれぞれ24社，6社しかない。また，インフラ関連産

業への外資系企業の進出はほとんどみられないため，東北振興に関連する大掛

かりなインフラ整備は外資系企業の資本力および技術力を活用することが期待

できないと思われる。つまり，東北振興の中核プロジェクトの一つである国有

企業改革および大規模のインフラ整備では外資系企業の資本と技術ノウハウの

導入が難しいと思われる。

しかしながら，周知のように日本と韓国の中堅・中小企業は技術力が高く，

自動車，電機・電子，機械工業などの下請サプライヤーとして両国の産業の発

展を支えてきている。世界経済において中堅・中小企業は主要な技術移転の担

い手ではないが，特定分野の技術移転の役割を果たしている（Buckley, 1997）。

したがって，こうした多くの中堅・中小企業の進出は中国の技術レベルの向上

に大きく貢献することが可能であり，特に東北振興における工業基地および経

済ベルトの形成を促進することができると思われる。

これまでの検討を踏まえて東北地域に進出している外資系企業の東北振興に

対する影響を以下のようにまとめることができる。

a 外資系企業による東北地域への投資は遼寧省に集中しており，吉林省と

黒龍江省への進出は少なく，全体の1%にも満たないか，1%程度にとどまって

いる。遼寧省への投資は主に大連と瀋陽に集中している。こうした投資の集中

は大連と瀋陽を中心とした産業集積を形成する一方，遼寧省の経済発展ないし

東北地域経済全体の発展に深刻な不均衡を加速することになる。

s 外資系企業は東北地域の投資環境や政策に対して懐疑的，または慎重的

な態度をとっているため，特に大規模の現地法人による進出が少なく，投資実

行率が低いのである。Dollar et al., （2003）は，インフラ整備，参入・退出障

壁，税制，労働市場の柔軟性など様々な指標を用いて東北地域の4都市（大連，

長春，ハルビン，本渓）を含めた中国23都市を取り上げてその投資環境

（Investment Climate）について調査・評価を行った。その結果，東北地域の4
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都市の投資環境は東部沿海地域の主要都市（上海，広州，深セン，杭州など）

のそれより劣っていることが明らかになった。東北地域に対する投資実行率の

低さもこのことを反映していると思われる。つまり，東北地域の経済発展に対

する大規模の外資系企業の貢献は限定的であると思われる。また，外資系企業

は大規模な投資を行う際にリスクを分散したり，租税コストを低減したりする

ため，英領バージン諸島やケイマンなどのタックス・ヘイブンを経由する迂回

投資を行うことが多いと思われる（Wu et al., 2007, Collins and Shackelford,

1995）。

d 東北地域に進出している外資系企業は主に日本と韓国の企業である。こ

れは，東北地域の投資環境が特定地域の企業にしか対応できない，あるいは特

定地域の企業にとってメリットが大きいということを示唆する。東北の地方政

府はそれぞれ異なった技術とノウハウを有する各国企業を最大限に利用するた

めに東北の地域的な優位性と制約を認識して日本と韓国の企業誘致をするだけ

ではなく，投資環境を改善しながら日本と韓国と異なった技術とノウハウを有

する他の国の企業の誘致にも力を入れる必要がある。

f 経済政策に加え，金融・資本市場の発展は経済成長に大きな影響を与え

ている(Levine, et al., 2000)。しかし，東北地域において企業の資金調達に関連

する金融業への外資系企業の進出はほとんどないことに加え，商業銀行の巨額

不良債権および金融・資本市場の未整備などの問題を抱えるため，東北の地方

政府はその振興プロジェクトに必要な資金を調達することが困難であろう。つ

まり，東北を振興するためには，健全な金融資本市場を整備する必要がある。

外資系企業を誘致するためには，安価な労働力の提供やインフラの整備だけで

はなく，資金調達を行う健全な金融資本市場の整備が必要不可欠である。

g 韓国企業は東北三省において一貫して完全出資を選好しているのに対し，

日本企業は遼寧省で完全所有，吉林省と黒龍江省で合弁形態を選好している。

これは，日本企業が遼寧省，韓国企業が東北三省の投資環境を熟知しているた

め，ある程度パートナーを必要としないことを意味している。また，大企業の

合弁形態は少なく，つまり外資系企業による大型国有企業への投資がまだ少な

いと推測できる。これは，大型国有企業の多い東北地域において，国有企業改
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革に対する日本と韓国企業の関心が低いということを示唆している。

h 東北地域におけるに日本と韓国の企業による直接投資の特徴の一つは中

堅・中小企業の積極的な参入である。日本と韓国の企業の現地法人はともに製

造業に集中しており，それぞれ全体の7割強と8割弱を占めている。また，中

堅・中小企業の技術移転は地元企業との合弁によるものが一般的である

（UNCTAD, 1993）。そして中国における主な技術移転者は中堅・中小企業であ

るが，技術受入側の大部分は大型国有企業である（Huang, 2003）。前述したよ

うに，日本と韓国の中堅・中小企業は合弁形態による進出が多いのである。こ

うした中堅・中小企業による製造業への積極的な参入を通じる技術ノウハウの

移転は東北地域の技術向上に寄与し，東北振興における産業基地および経済ベ

ルトの形成につながる可能性がある。換言すれば，東北振興における産業基地

や経済ベルトの形成は日本と韓国の中堅・中小企業の技術ノウハウに大きく期

待できると思われる。

以上のa ～h からわかるように，東北振興に関連する空港，港湾，鉄道，

高速道路，国有企業改革などの重要なプロジェクトは外資系企業の資金やノウ

ハウに期待できない状況にある。しかし，東北振興に関連する産業基地や工業

地域の形成，技術の向上などは日本と韓国の中堅・中小企業の積極な進出およ

びそれによる技術移転に期待できると思われる。東北地域において日本と韓国

の中堅・中小企業は少なくとも「産業集積の形成」という重要な役割を果たし

ていると思われる。しかし，ここで特に注意しなければならないのは，東北振

興を始めた2003年以降，東北三省における全社会固定資産投資に占めるFDIの

比率はさらに低下していることから考えると，東北振興政策は外資系企業の誘

致にそれほど作用していないか，あるいは外資系企業はインフラ整備を含む社

会固定資産形成に期待するほど貢献していないかもしれないということである。

換言すれば，東北振興における外資系企業への期待と外資系企業の進出目的と

の間には大きなミスマッチが存在していると思われる。東部沿海地域は外資系

企業の誘致で経済が急速な発展を遂げたが，大連と瀋陽を除いた東北地域は国

際貿易港湾を持っていない内陸に位置しているため，インフラ整備だけで外資

系企業を誘致するのは容易ではない。つまり，東北地域と東部沿海地域との経



―176 ― 中国東北振興における外資系企業の役割

済格差を解消するためには，一様に外資系企業を誘致することではなく，それ

ぞれの地域的特性と比較優位をより活用することが重要である。

5 結びにかえて

中国政府は，地域経済格差などの問題を解決するために2003年に東北振興と

いう国家プロジェクトの実施を決定した。その主な内容は高速道路，鉄道，空

港，港湾など大規模なインフラ整備，産業基地と工業地域の形成および国有企

業改革などである。中国政府は特に外資系企業の資金と技術を導入することに

よって東北振興を図ろうとしている。本稿は，外資系企業による中国東北地域

への直接投資を分析することを通じて東北振興における外資系企業の役割およ

びその意義を明らかにすることを試みた。

東北振興の実施にあたって中国政府は主に政策支援に重点をおき，銀行融資

や外資誘致などの市場原理の導入を強調している。しかし，東北地域の商業銀

行は全国平均を大きく上回っている巨額の不良債権を抱えているため，資金の

提供には限界がある。その結果，東北の地方政府は外部から高度の技術と巨額

の資金を調達しなければならないため，外資系企業の誘致は東北振興の成否に

大きな影響を与えると思われる。これまでの分析からわかるように，外資系企

業は東北地域の経済発展に貢献している一方，地域経済発展の不均衡をもたら

している。東北地域に進出している外資系企業はほとんどその南部にあたる遼

寧省の大連と瀋陽に集中しており，東北地域の内陸部である中部および北部に

あたる吉林省と黒龍江省に進出している外資系企業はまだ少ない。その主な原

因は，東北地域の内陸部のインフラ整備がまだ不十分であり，交通アクセスも

不足していると考えられる。中国を生産基地として加工輸出を中心とする日本

や韓国などの外資系企業は内陸部の吉林省や黒龍江省まで進出するインセンテ

ィブが少ないと思われる。したがって，東北振興のもう一つの重点は内陸部の

開発とインフラの整備にあると考えられる。また，積極的に進出している日本

と韓国の中堅・中小企業は東北振興における産業基地の形成，技術の向上を促

進する役割を果たしていると思われる。しかしながら，東北の経済発展におい

て特定の国（日本と韓国）の中堅・中小企業が主要な役割を果たしているのは
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東北地域の投資環境がまだグローバルな多国籍企業の要求を満たしていないと

いうことを示唆している。つまり，東北地域の投資環境は，歴史的，文化的お

よび地理的な影響で特に日本と韓国の企業に適し，地域性が強く反映される。

東北地域における外資系企業の投資実行率が全国のそれを下回ったことは，

2003年に始まった東北振興における外資系企業誘致政策およびインフラ整備な

どがその機能を発揮していない可能性がある。特に大型投資の多くがタック

ス・ヘイブンを経由したことは，投資リスクの回避や租税戦略などはともかく

として，東北地域ないし中国全土の投資環境に対する投資家の不信感の表れと

思われる。東北振興政策当初は財政投入よりも政策支援に重点を置くことによ

って市場メカニズムを東北地域に根付かせようとした。しかし，前述した様々

な原因により，中国政府は東北振興を成功させるために主に財政投入に依存せ

ざるを得ない状況にある。その結果，巨額の財政投入は逆に国有経済の比重を

増やし，民間経済の成長を抑えてしまう可能性がある。つまり，東北振興は市

場経済を導入することによって東北経済に民間の活力を注入しようとしている

が，逆に国有経済の比重を増やす結果になる可能性がある。
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